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環境問題に対する主な取組み
■朝日生命エコプロジェクトの展開
職員一人ひとりが、会社業務だけでなく、家庭や個人の生活単位においても環境に配慮した行動に取り組む、「朝日
生命エコプロジェクト」を展開しています。

■エネルギー使用量の削減
省エネ法に基づいた当社自主目標であるエネルギー使用量削減について、朝日生命エコプロジェクトを通じて全社
を挙げて取り組んでいます。

環境への取組み
朝日生命環境方針
当社では、環境に配慮した経営姿勢を明確にするため、「朝日生命環境方針※」を定めています。脱炭素社会への貢献
を図っていく中で、地球環境保護への取組みが経営の重要課題であると認識し、朝日生命エコプロジェクトを通じて
環境問題に取り組んでいます。

※	「朝日生命環境方針」は当社ホームページにて開示しています。

電力使用量
の削減

水道使用量
の削減

ペーパーレス
の推進

３R※の徹底
環境に関する
知識と意識の

向上

※ 3Ｒ＝Reduce（廃棄物の発生抑制）、Reuse（製品の再使用）、Recycle（資源の再利用）。

【2018 ～ 2021年度のエネルギー使用量削減目標】

業務用店舗全体  2.5％削減
                                    （2017年度比）

【2021年度実績】

業務用店舗全体  12.1％削減
                                    （2017年度比）

環境数値目標
■温室効果ガス排出量削減目標（朝日生命単体）
温室効果ガス排出量の2030年度中間削減目標、および2050年度の同排出量をネットゼロとする削減目標を設定し
ました。なお、Scope3（カテゴリ15）に該当する投融資ポートフォリオについては、投融資先企業の事業特性に応じ
た排出量削減状況の影響が大きいことから分けて管理します。

区分※ 1
削減目標

2030 年度
（2020 年度比） 2050 年度

生命保険事業者
Scope1 ＋ Scope2 ▲ 50％

ネットゼロ
Scope3

（カテゴリ 1 〜 14） ▲ 50％

機関投資家
（投融資ポートフォリオ※ 2 ）

Scope3
（カテゴリ 15） ▲ 39％※3

※1	 環境省・経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づく分類で概要は以下のとおり。
Scope1：自社での燃料（都市ガス・ガソリン等）の使用等による直接排出。
Scope2：自社で購入した電気の使用等による間接排出。
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（自社の活動に関連する他社の排出）。

※2	 対象資産は国内上場企業の株式・社債・融資。測定対象は投融資先企業のScope1＋Scope2。
※3	 2013年度比に換算すると▲50％であり、日本政府の削減目標（挑戦目標）と同等。削減目標は総排出量ベース。

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への対応
金融安定理事会により設置されたTCFD※が発表した提言に、当社は2019年6月に賛同しました。
TCFD提言が推奨する気候変動に係わる「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の各項目につき、本業であ
る「生命保険事業」、機関投資家としての「資産運用」の両面から、当社の「サステナブル（持続可能）な社会の実現への貢
献」の取組状況に関する開示の充実を図ってまいります。

※	TCFD：	Task Force on Climate-related Financial Disclosures　企業や機関に対して気候関連の情報開示を推奨するとともに、開示の基礎となる
枠組みを提示。

ガバナンス

当社では、気候変動を含め、地球環境保護の取組みを進めるため、「朝日生命環境方針」を定めています。
資産運用においては、「ESG投融資の基本方針」と「スチュワードシップ責任を果たすための基本方針」に基づく投融資
を「責任投資」と位置づけ、気候変動に関する取組みを推進しています。
これらの方針のもと、社長が委員長を務めるサステナビリティ経営推進委員会を設置し、サステナビリティに関す
る重要課題について、取締役会での議論を深めてまいります。

戦略

■全般
気候変動が当社にもたらすリスクを「物理的リスク※1」と「移行リスク※2」に分け、また事業会社としての側面を含む

「生命保険事業」と「資産運用」に分けて認識しています。
※1	 気候変動がもたらす直接的/間接的な損失。
※2	 温室効果ガスの排出抑制に対応していく過程で発生するリスク。

気候変動に伴うリスク・機会、当社への影響を把握するため、想定される環境変化と影響を整理のうえ、シナリオ
分析※3を実施いたしました。（次頁参照）
1.5℃・4℃のシナリオをもとに、気候変動により
想定される当社への影響のシナリオ分析を実施した結
果、短期的には「資産運用」を中心に「移行リスク」を注
視すべきと考えています。一方、長期的に平均気温が
上昇した場合には「生命保険事業」を中心に「物理的リ
スク」による影響が増大すると認識しています。
シナリオ分析により得られた、事業会社・機関投資
家の両面の観点からの影響を把握し、今後の事業活動等に取り組むとともに、脱炭素社会の実現に貢献してまいります。

※3	「気候変動に関する長期的な政策動向による事業環境の変化等を予想し、そうした変化が自社ビジネス、戦略、財務、業績に対し、長期的にどのよ
うな影響を及ぼし得るかを検討する」手法（生命保険協会「はじめての気候変動シナリオ分析ハンドブック」より）。

	 一方で、詳細な予測や予想の提供を目的とするものではありません。

■資産運用
気候変動に伴う物理的リスクや移行リスクが当社の投資先企業の持続可能性に影響を与えると考えられ、資産価値
が棄損するリスクとして認識しています。こうした認識を踏まえ、「気候変動」を重点取組テーマとし、責任投資の取組
みを加速していきます。
具体的な取組みとして、全資産で非財務情報（気候変動等のESG要素を含むサステナビリティに関する情報）を考慮
した資産運用を行っています。
また、投融資ポートフォリオの気候変動リスクの低減に向けて、従来の上場株式に加え、債券や融資の投融資先に
ついても温室効果ガス排出量が多い企業との対話を実施し、改善を促しています。
なお、石炭火力発電開発事業についてはネガティブスクリーニングの対象としています。
一方で気候変動問題の解決への動きは、投融資ニーズの増加を通じて収益機会につながると認識しています。今後
も再生可能エネルギーを対象としたプロジェクトファイナンス等、気候変動問題の解決に資するテーマを持った資産
への投融資を積極的に行ってまいります。
また、気候変動リスクの定量分析等およびこれを踏まえた資産運用戦略の検討など、取組みのレベルアップを図って
いきます。

世界観 2100 年の平均気温

脱炭素社会に移行し、気温上昇
の抑制に成功した世界

産業革命前に比べ
1.5℃上昇

脱炭素社会に移行しきれず、
気温上昇を招いた世界

産業革命前に比べ
4℃上昇
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＜気候変動に伴うリスクのシナリオ分析（リスクの把握）＞
想定される当社への影響を把握するため、以下ステップ①～③の順にシナリオ分析を実施しました。

ステップ①：平均気温上昇による主な環境変化

1.5℃上昇 4℃上昇

脱炭素社会に移行し、
気温上昇の抑制に成功した世界

脱炭素社会に移行しきれず、
気温上昇を招いた世界

・	平均気温上昇により、自然災害が頻発化・激甚化

・	温室効果ガス排出の少ない新技術の開発、導入の
進展

・	温室効果ガス排出に関する規制強化により、化石
燃料を大量に消費する企業などへの投融資が座礁
資産化

・	平均気温上昇により、自然災害が頻発化・激甚化
	（1.5℃上昇の場合よりも相対的に大きな影響を受
ける）

・	海水面上昇に伴い、沿岸地域への浸水被害等の頻
発化

・	降雨パターン、台風の進路変化に伴う、河川の氾
濫等の被害の頻発化・激甚化、被害地域の変化

・	自然災害の頻発化・激甚化により企業の保有資産
が棄損し、投融資先の企業価値が低下

ステップ②：生命保険事業者や機関投資家の観点から想定される影響

脱炭素社会への
移行による影響

（主に 1.5℃上昇した
場合における影響）

・	温室効果ガス排出に関する規制の導入等による、企業の事業コスト増加

・	脱炭素化に向けた技術革新、新技術の開発の進展

・	脱炭素化に取り組んでいない企業から投融資を撤退する動き（ダイベストメント）

・	移行リスクが大きい企業や移行リスク軽減に積極的でない企業の企業価値低下

平均気温上昇による
物理的な影響

（4℃上昇した場合では
影響が相対的に大きい）

・	平均気温上昇による、熱中症等の死亡者数、患者数の増加

・	媒介生物の生息域拡大による、感染症リスクの増加

・	自然災害の頻発化・激甚化により、死亡者数、被災者数が増加

・	海水面上昇に伴う、沿岸地域の自然災害リスクの増加

・	物理的リスクが大きい企業の企業価値低下

・	自然災害に脆弱な企業からの投融資を撤退する動き（ダイベストメント）

ステップ③：想定される当社への影響

生
命
保
険
事
業

想定される環境変化
想定される影響

最も想定される顕在化時期

カテゴリ 事象 リスク分類 短期
（2025年）

中期
（2030年）

長期
（2050年）

暑熱

熱中症等患者の増加 物理的
平均気温上昇の影響によ
り、熱中症等の死亡者数や
患者数が増加

◎

媒介生物の生息域拡大 物理的
媒介生物の生息域拡大の影
響により、感染症リスクが
増大

◎

自然
災害

自然災害の頻発化・激甚化 物理的
台風・豪雨等の自然災害の
頻発化・激甚化の影響によ
り、被災者が増加

◎

海水面上昇による沿岸地域
の浸水被害等の頻発化 物理的 ◎

政策
・
規制

温室効果ガス排出に関する
規制の導入（炭素税導入等） 移行 規制の導入に伴う対応によ

り事業コストが増加 ◎ ◎

資
産
運
用

想定される環境変化
想定される影響

最も想定される顕在化時期

カテゴリ 事象 リスク分類 短期
（2025年）

中期
（2030年）

長期
（2050年）

政策
・
規制

温室効果ガス排出に関する
規制強化（炭素税導入等）
により、化石燃料を大量に
消費する企業などへの投融
資が座礁資産化

移行 温室効果ガス排出量の多い
投融資先企業の価値低下 ◎ ◎

自然
災害

自然災害の頻発化・激甚化
により企業の保有資産が毀
損し、投融資先の企業価値
が低下

物理的

物理的リスクが大きい企業
の価値低下
自然災害に脆弱な企業から
投融資を縮小・撤退する動
き

◎

資産価値
の変動

温室効果ガス排出の少ない
新技術の開発・導入の進展 移行

温室効果ガス排出量の多い
投融資先企業の価値低下

◎ ◎

脱炭素化に取り組んでいな
い企業から投融資を縮小・
撤退する動き（ダイベスト
メント）

移行 ◎ ◎

評判
脱炭素社会に向けた取組み
推進と開示のさらなる充実
が求められる

移行
未開示や開示が充実してい
ない企業からの投融資の縮
小・撤退

◎ ◎
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朝日生命成人病研究所　附属医院
1960年5月、社会福祉に貢献することを目的に朝日生命成人病研
究所を設立し、2020年5月には創立60周年を迎えました。
当研究所は、研究部門と外来・入院診療施設を備えた附属医院か
らなり、成人病（生活習慣病）の予防・診断および治療に関する研究
と、地域の皆様をはじめとして受診を希望される方への診療を行っ
ています。
とりわけ、糖尿病に関しては、その成因や治療法、合併症の抑制
などの研究とともに、専門医等からなるチーム医療を提供し、患者
様が主体的に治療に参加する方式を取り入れることによって、糖尿
病の克服を目指しています。この療養指導は「糖尿病療養指導鈴木
万平賞」を受賞するなど外部からも高く評価されています。
当社は、当研究所とともに、生活習慣病に関する情報提供や、生
活習慣病予防のためのセミナー開催を通じて、一人ひとりの“生き
る”を支え、健康寿命の延伸に向けた取組みを積極的に展開していま
す。

2021年度実績
【研究事業】
 原著論文 16編、総説 23編、
 国内および海外における学会発表 31編
【診療事業】
 外来診療（延べ件数）	 50,023件
 入院診療（延べ日数）	 2,361日

神奈川県との「未病改善の推進等に関する連携協定」の取組み
2020年9月に神奈川県と締結した「未病改善の推進等に関す
る連携協定」の一環として、神奈川県下の3支社、37営業所によ
る、認知症相談窓口チラシ等の啓発チラシを県内のお客様へお
届けする普及活動を通じて、県民の健康と安全に向けて地域に
密着した活動に取り組んでいます。
また、朝日生命成人病研究所 附属医院の医師・薬剤師による

「健康支援プログラム」（生活習慣病等の知識と未病に関するセミ
ナー）を実施しました。

リスク管理

■全般
多様化・複雑化するリスクに適切に対応するため、当社を取り巻くリスクを網羅的に洗い出し、把握・評価する取
組みを実施しています。
各リスクはそれぞれが独立的ではなく、相互に関連して影響を及ぼすことから、統合的なリスク管理を行う体制を
構築し、取組みを進めています。
気候変動リスクも保険引受リスク、資産運用リスクをはじめ各リスクに広く影響を及ぼす重要なリスクと認識し、
想定されるリスクや影響を把握するとともに国内外の規制動向等をモニタリングしています。
これらの当社を取り巻く様々なリスクを「リスクプロファイル」として整理・評価し、経営会議に定期的に報告し、
適切なリスク管理に向けて取り組んでいます。

■資産運用
資産運用面においても、気候変動リスクについて管理すべき重要なリスクとして位置付け、投融資ポートフォリオ
への影響分析を進めています。具体的な取組みとしては、リスクの定量化に向けた調査・情報収集に取り組んでいる
とともに、気候変動リスクを含むESG要素を考慮した投融資先に対する審査態勢の整備を進めています。

指標と目標

■生命保険事業
朝日生命エコプロジェクト※を通じて、温室効果ガス排出量削減に向けて取り組んでいます。
また、再生可能エネルギー由来の電力への切替えも推進していきます。

※ 会社全体で省エネルギーを実現していくため、朝日生命に所属する一人ひとりが、環境に配慮した行動に取り組むことを推進する社内プロジェクト。

区　　分 2020 年度実績
（単位：千 t-CO2）

2030 年度削減目標
（2020 年度比） 2050 年度削減目標

Scope1 ＋ Scope2 57.5

▲ 50％ ネットゼロScope1 26.8

Scope2 30.6

Scope3（カテゴリ 1 ～ 14） 65.3 ▲ 50％ ネットゼロ

■資産運用
削減に向けては、気候変動への対応を後押しする観点から、投融資撤退（ダイベストメント）よりも投融資先企業と
の対話（エンゲージメント）を優先し、企業の削減目標の設定・上乗せや具体的な取組みを促してまいります。 
また、気候変動問題の解決に資するテーマを持った資産への投融資を積極的に行ってまいります。

区　　分 2020 年度実績
（単位：千 t-CO2）

2030 年度削減目標
（2020 年度比） 2050 年度削減目標

Scope3（カテゴリ 15 ※） 646.3 ▲ 39％ ネットゼロ

※	対象資産は国内上場企業の株式・社債・融資。測定対象は投融資先企業のScope1＋Scope2。
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各地域での活動
2019年の福岡総合サービスセンターの開設を機に、福岡市
が実施する「一人一花運動」に協賛し、福岡支社の周辺にある公
共の花壇造り「一企業一花壇」に取り組んでいます。

山口支社では、街の景観美化活動の一環として、下関市が主
催する「海峡花通り『下関花いっぱい計画』」に賛同し、下関市が
管理する支社玄関前の花壇へ、春と秋の年2回苗植えを行って
います。

四谷本社・多摩本社・代田橋オフィスの災害用備蓄品の入替
えに伴い、災害用備蓄米6,750食を、ひとり親家庭や生活困窮
者、子ども食堂等への支援として「杉並区社会福祉協議会」「多
摩市社会福祉協議会」「特定非営利活動法人グッドネーバーズ・
ジャパン」へ寄贈しました。

山口支社

福岡支社周辺の花壇

社内募金
創立月である7月を「朝日の月」と定め、社会貢献活動の一環
として、毎年、全役職員等による「朝日の月」醵金を実施してい
ます。64回目を迎える2021年度は、総額560万円が集まり、
社会福祉などの分野で活動する以下の10団体に寄付を行いまし
た。寄付金の累計額は3億7,000万円に上っています。

寄付講座
2008年度より昭和女子大学において「現代金融ビジネス入
門」と題した寄付講座を開催しています。
本講座は、保険会社・銀行・証券会社などの金融機関の役割
やその仕組み、金融商品を活用したライフプランニングなどの
基礎知識を習得する内容で、金融リテラシーの向上を目的とし
ています。
講師は、当社を含む金融業界に勤務するビジネスパーソンが
務めており、より実践的な講義内容となっています。

■第64回「朝日の月」醵金寄付先 （50音順）
ウォーターエイドジャパン
子育てひろば全国連絡協議会
こども食堂ネットワーク
J.POSH（日本乳がんピンクリボン運動）
自然環境復元協会

児童健全育成推進財団「朝日生命伸びゆく子ども基金」
全国移動サービスネットワーク
日本移植支援協会
認知症予防財団
ピースウィンズ・ジャパン
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ピンクリボン運動の推進
2009年度より「日本から乳がんで悲しむ人をなくしたい」という認定NPO法人「J.POSH（日本乳がんピンクリボン
運動）」の活動に賛同し、J.POSHのオフィシャルサポーターとして、乳がんについての啓発と情報提供、自己検診の習
慣化や乳がん検査の受診勧奨などの活動を中心としたピンクリボン運動を推進しています。
具体的には、身近な社会貢献活動としてピンクリボン啓発グッズの購入や、乳がんの基礎知識や検査・セルフ
チェックの重要性を訴えるチラシを配布する街頭キャンペーン、健康イベントへの出展等を実施しています。
今後もこれらの取組みをさらに積極的に展開し、ピンクリボン運動の輪を広げていきたいと考えています。

「ピンクリボン運動」とは
乳がんの早期検査を啓発・推進するために行われる世界規模のキャンペーン。
1980年代にアメリカで始まり、日本では2000年に入ってから一般的に認知されるようになりました。

【2021年度実績】
乳がん検診お知らせ活動
「すべての女性に私らしく輝く未来を」そんな願いを込めた
女性向けの生命保険「やさしさプラス」の社会貢献活動の一つ
として、自治体ごとの検診情報をお届けする「乳がん検診お知
らせ活動」を行っています。

ホームページ等での情報提供
当社ホームページおよび生活に役立つ内容を満載した生活情報誌「SANSAN（ピ
ンクリボンコラム）」で、乳がんの基礎知識や、早期発見のメリット・セルフチェッ
クのポイントなどを掲載しています。

URL：https://www.asahi-life.co.jp/company/csr/pinkribbon/knowledge.html

ピンクリボン啓発グッズ

身近な社会貢献活動として、ピンクリボン啓発グッズを身に着けることで、啓発
活動につなげています。

J.POSH（日本乳がんピンクリボン運動）感謝状授与

認定NPO法人「J.POSH（日本乳がんピンクリボン運動）」の設立20周
年にあたり、当社の支援活動に対し、感謝状が贈呈されました。

▲ホームページはこちら

乳がん検査
うけていますか？
乳がん検査
うけていますか？ 乳がんになる確率です。乳がんになる確率です。

（＊）

＊：国立がん研究センターがん対策情報センター　2017年データに基づく累積罹患リスク

９人に１人。９人に１人。

「ピンクリボン運動をご存知ですか？」
朝日生命はすべての方の健康を願い、乳がん
の正しい知識の習得やマンモグラフィー
検査の受診など、早期発見・早期治療
の大切さを伝える日本乳がんピンク
リボン運動を応援しています。

がんの多くは早期発見、早期治療であるほど、
①入院・手術・通院といった治療期間が短い
②医療費だけでなく、家庭や仕事などの日常生活への影響も少ない
③手術や治療の方法を選べる
④再発の危険性が低いことで、本人や家族の精神的負担が軽減される

といったメリットがあります。特に乳がんはその傾向が顕著です。
しかし、発見が遅れ、ほかの臓器にがん細胞が転移（Ⅳ期）してしまうと、
10年相対生存率は19％と、Ⅰ期と比べ79ポイントも下がります。

乳がんにかかる人は毎年9万人を超え、女性の9人に1人が
乳がんにかかるといわれています。
乳がんの発生は、20歳過ぎから徐々に増えはじめ、30歳代
ではさらに増え、40歳代後半と60歳代にピークを迎えま
す。20歳過ぎれば乳がん年齢です。
乳がん発症のリスクは、自分だけでなく、身近な家族や友
人知人にもあてはまることです。
そして、男性にもあてはまること（＊）でもあります。

＊：男性乳がんの発症率は女性の１％程度
資料：国立がん研究センターがん対策情報センター　2017年全国推計値より
※子宮は、子宮・子宮頚部・子宮体部の合計値 
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発見が遅れると
10年相対生存率

は19％

※横軸は乳がんの進行度を表す
　がん研究振興財団「がんの統計2021」より

乳がんの現状

早期発見のメリット

胃

子宮

卵巣

大腸

早期なら完治の可能性もある乳がんは、定期的な検査で発見の時期を早めることが大切です。
30代では、視触診と超音波（＊１）を組み合わせた検査（ケースに応じてはマンモグラフィー検査（＊２））を。そして
乳がんの好発年齢に入っていく40代になったら、少なくとも２年に１度のマンモグラフィー検査を受け、たとえ
発症しても、適切な治療で早い回復を実現しましょう。
＊１：超音波を使って乳房の断面を映し出す検査で、とても小さなしこりの発見や、マンモグラフィーでは判断が難しい、高濃度の乳腺

と乳がんの判別が可能。特に妊娠中、授乳中、乳腺濃度の高い人、若い人に向いている検査方法。

＊２：乳腺、乳房をレントゲン撮影し、手で触れてわかる乳がんだけでなく、触ってもわからないような小さな乳がんや、乳がんに特徴
的な微細な石灰化の状態も発見できる診断方法。

乳がんは自分で見つけることのできるがんです。
乳がん患者の約半数の方が、自分で異変に気付いています。
自分で触れて見つけられるしこりの大きさは２センチ以上といわれていますが、自己検診を
習慣化すると、１センチほどの大きさにも気付くことができます。
定期的に乳がん検査を受けることはもとより、日頃から自分の体をよく観察して、些細な変
化も見逃さないことも大切です。まずは１月に１回定期的に自己検診を実行しましょう。

取扱店・担当者

仰向けに寝て 2 と同じように、しこりや
硬い部分がないかチェック

監修：J.POSH（日本乳がんピンクリボン運動）

CSR〔311855〕（2021.9）

わきの下から乳房全体、
乳首までを、４本の指で
「の」の字を書くよう
に、しこりや硬い部分が
ないかチェック

乳頭の根元を軽くつまんで、
血が混じったような分泌物が
出ないかチェック

両手をあげて鏡の前に
立ち、ひきつれ、くぼ
み、ただれ等色や形を
チェック

このチラシは、環境に配慮した植物油インキで印刷しています。

乳がんのセルフチェック

　  みて

お客様サービスセンター
 　　0120-714-532
ホームページアドレス／
https://www.asahi-life.co.jp

早く見つけるために

大切なセルフチェックの習慣

1 　  さわって2

　  横になって4　  つまんで3

● ● ● ● ● ●

ピンクリボン啓発チラシ

アサヒフォトコンテストを通じた世界遺産保護の取組み

毎年、多くのお客様からご応募をいただき開催しているアサ
ヒフォトコンテストに、「世界遺産特別賞」を設け、応募点数に応
じて「世界遺産活動」に寄付を行っています。
当取組みを通じて、人類の財産である世界遺産の保護に貢献
しています。

「やさしさプラス」による「世界寺子屋運動」への寄付支援

世界中の女性や子どもの輝く未来のために、女性向け生命保
険「やさしさプラス」にご加入いただいたお客様数に応じて「世界
寺子屋運動」に毎年、寄付支援をしています。
「寺子屋」では識字教育や技術（職業）訓練が行われており、途
上国の女性たちの自立や、地域の活性化に貢献しています。
読み書きを学ぶことは、女性の自立を支え、女性が自分らし
く生きるために必要な力となります。「やさしさプラス」を通じ
て、女性の輝く未来のために取り組んでいます。

朝日生命ユネスコクラブとの共同取組みによる
「ウクライナ危機に対する緊急募金」への寄付支援

国内で活動する各地のユネスコ協会・クラブのなかで唯一の
企業内クラブである「朝日生命ユネスコクラブ」との共同取組み
として、日本ユネスコ協会連盟が実施した「ユネスコ協会・ウク
ライナ緊急募金」に賛同し、本社、ならびに全国の支社、営業所
で募金活動を実施しました。募金は、同連盟を通じてウクライ
ナの国境地域や、隣国ルーマニアで活動する現地支援団体等に
送金し、ウクライナ避難民支援に活用しています。

飲料水をはじめとする物資支援を実施 ©PetrVoloscuk

当社はこうした取組みを通じ、日本ユネスコ協会連盟が行っている国際支援活動（「世界寺子屋運動」「世界遺産活動」
等）や、地域支援活動（「震災復興事業」「未来遺産運動」等）の促進に寄与し、生命保険事業以外においてもSDGs達成に
向けた活動を支援することで、持続可能な社会の実現へ貢献してまいります。

2021年度入賞作品
（富士山）

日本ユネスコ協会連盟への支援
国際平和と人類共通の福祉の実現を目指す公益社団法人日本ユネスコ協会連盟の活動に対し、1963年から維持会員
として支援を続けています。また、2019年6月より、同連盟の会長に当社の特別顧問 佐藤美樹が就任しています。
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